
変異株対応政策パッケージ関連事業実施状況（※新型コロナワクチン接種に関する事業等は除く）

区分 事　業　名 主体 時　期 担当課

事業内容

　山形市内での感染拡大を防止するため、中心市街地の飲食店従業員のうち希望する者に対して、唾液を摂
取し民間検査者に郵送して検査する方法のPCR検査を実施。
・検査対象：中心市街地で営業している飲食店従業員
・対象地域：大手町、香澄町、木の実町、小姓町、幸町、桜町、十日町、七日町、旅篭町、本町
※対象地域内約900軒、従業員約3,500人のうち、他自治体での飲食店のPCR検査等の実績等を勘案し、受検者
数の上限を約2,000人と想定

実施状況

事業内容

　山形市内での感染拡大を防止するため、高齢者施設の従事者のうち希望する者に対して、唾液を摂取し民
間検査者に郵送して検査する方法のPCR検査を実施。（受付期間　4月15日～5月14日）
　併せて障がい者施設従事者も対象とした。（受付期間　5月31日～6月11日）
・高齢者施設従事者（650施設、約6,000人を想定）
・障がい者施設従事者（276事業所、約940人を想定）
　※ワクチン接種済及び接種日の決定している従業者は除く。

実施状況

事業内容

　市内高齢者施設での感染再拡大を防止するため、高齢者施設に対するＰＣＲ検査と並行して、
市職員が施設に赴き、感染防止対策の実施状況を確認・改善指導するもの。
　実施期間：4月27日(火)～5月26日(水)
　対象：山形市内の高齢者施設　622事業所（281カ所）　※休止している事業所は対象から除く。

実施状況

　566事業所、242カ所について実施。
　通所系、入所系の事業所は全て実施済みとなっているが、訪問系で福祉用具販売など（56事業所）は、利
用者との直接的な接触が少ないため、自主点検を行ったチェックシートの提出を求め、問題があると認めら
れた場合において、事業所への実地確認を行うものとした。（問題のある事業所なし）

事 業 内 容 及 び 実 施 状 況 等

飲食店に対するＰＣＲ検査事業
市
単
独

高齢者施設での感染防止対策
に関する実地確認事業

市
単
独

実施期間
4月27日～
5月26日

高齢者施設等に対するＰＣＲ検
査事業

市
単
独
・
県

検査期間
4月15日～
4月30日

飲食店に対する
PCR検査

山形ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ
推進課

（内422）

高齢者施設に対
するPCR検査
指導監査課
（内862）

上記事業実施に
係る調整等
防災対策課
（内379）

指導監査課
（内862）

検査期間
4月15日～
6月23日

感
染
抑
制
策

　 実施件数

店舗数(軒) 従業員数(人) 従業員数(人) 内訳 人数(人)

見込み 900 3,500 3,500 陰性 1,008

実績 263 1,285 1,009 陽性 1

割合 29.22% 36.71% 28.83% 陽性者の割合(人) 0.10%

※1 申込件数=飲食店、高齢者施設とも申込受付後、検査キット発送済の件数

中心市街地飲食店 　

申込件数※１ 陽性・陰性の内訳



変異株対応政策パッケージ関連事業実施状況（※新型コロナワクチン接種に関する事業等は除く）

区分 事　業　名 主体 時　期 担当課事 業 内 容 及 び 実 施 状 況 等

事業内容

　感染拡大防止の最も基本的な対策であるマスクの正しい着用と飛沫拡大防止に最も有効である不織布マス
クの着用について、市内の事業者に周知する。
　周知の内容：不織布マスクの有効性、マスクの正しい着用方法、職場での感染対策
　周知方法　：市ＨＰの掲載、チラシを作成し、山形商工会議所・山形市観光協会等を通じ事業者に周知

実施状況
　市ＨＰ、Facebookで周知
　商工会議所、山形市観光協会、各種同業組合等（技能功労者褒賞推薦団体・74団体）に周知依頼済み

事業内容

　学校での感染防止対策の強化のため、市立学校の児童・生徒に不織布マスク及び着用啓発チラシを配布
し、着用を啓発する。
　配布数：小学校　12,870セット、中学校　6,590セット、商業高校　930セット
　（セット数は、予備分も含め実人数の約１割増で計上。１セット＝マスク２枚。）

実施状況 　5月11日（火）～13日（木）　全校に配布完了

事業内容 　「不織布マスクの正しい着用」について、児童生徒を対象に啓発チラシを配布し感染予防を呼びかける。

実施状況

（１）街頭指導（感染予防呼びかけ活動）
　青少年指導センター指導委員により、月曜日から金曜日まで毎日２回、市内繁華街を中心に感染予防の街
頭指導を実施した。
　約2か月間の呼びかけ指導の成果として不織布マスクの着用が浸透してきたことから、7/2をもって一旦終
了した。
　なお、声がけ等による感染予防活動は通年継続する。
（２）街頭指導の実績
　指導件数：不織布マスクの正しい着用呼びかけに加え、通常の指導を含む累計
　　1,059件（5/31現在、4/26から概ね１か月間の件数）
　　1,109件（6/ 2現在）
　　1,984件（7/ 2現在）

事業内容

  新型コロナウイルス感染症の流行が続く中、妊婦の方が少しでも不安の解消をはかりながら安心して出産
を迎えてもらうため、かかりつけ産婦人科医と相談し希望する場合、分娩前に新型コロナウイルス感染症検
査を実施する。加えて、県外から山形市への里帰り妊婦の方が安心して出産を迎えられるよう、里帰り時の
検査について、山形市が単独で実施する。

実施状況 　4月～12月実績：363件(里帰り時：100件、分娩前：263件)

事業所における不織布マスクの
着用の推奨に関する周知事業

市
単
独

周知開始
4月26日～

啓発開始
4月26日～7

月2日

妊婦への新型コロナウイルス感
染症検査事業

実施期間
4月1日～

令和4年3月
31日

市
単
独
・
国

市
単
独

雇用創出課
（内411）

学校教育課
（内481）

実施期間
5月11日～
5月13日

社会教育
青少年課
（内618）

感
染
抑
制
策

山形市立学校不織布マスク配
付・着用啓発事業

市
単
独

母子保健課
（647-2280）



変異株対応政策パッケージ関連事業実施状況（※新型コロナワクチン接種に関する事業等は除く）

区分 事　業　名 主体 時　期 担当課事 業 内 容 及 び 実 施 状 況 等

事業内容

 山形県が実施する営業時間短縮の要請に全面的に協力した事業者に対し、山形市感染症拡大防止協力金及び
支援金の交付を行う。
営業時間短縮の要請期間（第1期）：令和3年3月27日から令和3年4月11日まで
　　　　　　　　　　　（第2期）：令和3年4月12日から令和3年4月25日まで
交付額（第1期）：80万円（協力金64万円・支援金16万円）
　　　（第2期）：70万円（協力金56万円・支援金14万円）

実施状況
 申請件数（第1期）：1,082件（1,230店舗）  984,000千円
　　　　 （第2期）：1,076件（1,221店舗）　854,700千円

事業内容

　新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低所得のひとり親・ふたり親子育て世帯に対し
て、その実情を踏まえた生活の支援を行う観点から、食費等による支出の増加を勘案し、子育て世帯生活支
援特別給付金を児童一人当たり50,000円支給する。

支給対象者
　①児童扶養手当受給者等（低所得のひとり親世帯）
　　想定世帯数：約1,700世帯　想定児童数：約2,600人
　②①以外の住民税非課税の子育て世帯（その他低所得の子育て世帯）
　　想定世帯数：約1,000世帯　想定児童数：約1,400人

実施状況

　①について：申請不要な方については、5月28日及び月1回対象者に支給
　　　　　　　　（12月末現在　1,514世帯　児童数2,171人）
　　　　　　　申請必要な方は6月以降、審査後に月2回支給
　　　　　　　　（12月末現在　62世帯,児童数94人）
　
　②について：申請不要者な方については、児童手当及び特別児童扶養手当を受給している令和
　　　　　　　３年度の住民税非課税者。7月30日及び月1回対象者に支給
　　　　　　　　（12月末現在　850世帯,児童数1,508人）
　　　　　　　申請が必要な方については８月以降、審査後に月２回支給
　　　　　　　　（12月末現在　18世帯,児童数34人）

事業内容

　新型コロナウイルスの感染症や濃厚接触者等が発生した障がい施設・事業所において、建物の消毒費用や
職員の感染等に伴う人員確保等、サービスの継続に必要な経費を支援する。
（主な対象経費）
　①サービス継続支援事業
　　・施設・事業所の消毒・清掃費用
　　・感染症又は濃厚接触者への対応に伴う衛生・防護用品の購入費用
　　・一定の要件に該当する自費検査費用　など
　②他事業所等との協力支援
　　・追加で必要な人員確保のための緊急費用に係る費用、割増賃金・手当、職業紹介料　など

実施状況 　申請件数２件(1/19現在)

新型コロナウイルス感染症拡大
防止協力金・支援金

市
単
独
・
県

申請期間
4月12日～5

月14日

指導監査課
（内864）

山形ブランド
推進課

（内409）

こども未来課
（内555）

感
染
抑
制
策

申請期間
10月～２月

子育て世帯生活支援特別給付
金給付事業

国
申請期間
5月～

令和4年2月
まで

障がい福祉サービス継続支援
事業

国



変異株対応政策パッケージ関連事業実施状況（※新型コロナワクチン接種に関する事業等は除く）

区分 事　業　名 主体 時　期 担当課事 業 内 容 及 び 実 施 状 況 等

事業内容

  保育施設における感染拡大を防止するため、施設職員が感染症対策の徹底を図りながら、保育を継続的に実施して
いくために、必要な物品や消毒液等の衛生用品等を市立保育所等に整備する。

対象施設
  市立保育所１０園（つばさ、白鳩、さくら、あこや、早苗、いずみ、あたご、高楯、すみれ、美鈴）
　児童館３館（東部、南部、北部）
　地域子育て支援拠点事業４施設（市　つばさ、さくら保育園、べにっこひろば　民間　あ～べ）
　一時預かり事業４施設（（市　つばさ、さくら、あたご保育園、　民間　あ～べ）
　病児保育事業１施設（市　さくら保育園）

実施状況

　新型コロナウイルス感染症対策のための、消毒液等を購入し各施設に配布している。また、あ～べに対しては補助
金を交付する。

事業内容

　放課後児童クラブ、保育所等、子育て支援センター等における感染拡大を防止するため、施設職員が感染症対策の徹底を図り
ながら保育を継続的に実施していくために必要な経費への支援及びマスクや消毒液等の衛生用品や備品等の購入に係る経費を補
助する。
　放課後児童クラブ、保育所等（保育所、認定こども園、小規模・家庭的保育）、支援センター等（地域子育て支援拠点事業、
病児保育事業、一時預かり事業）
　
　放課後児童クラブ：1支援の単位あたり　利用定員19人以下　　　　　30万円以内
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 利用定員20人以上59人以下　40万円以内
　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　利用定員60人以上　　　　　50万円以内
　保育所等　　　　：1施設あたり　　　　利用定員19人以下　　　　　30万円以内
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 利用定員20人以上59人以下　40万円以内
　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　利用定員60人以上　　　　　50万円以内
　支援センター等　：1事業あたり　　　　30万円以内

実施状況

　1月14日現在申請状況
　　放課後児童クラブ　42件、 5,407,112円
　　保育所等　　　　 100件、39,735,000円
　　支援センター等　  45件、19,124,012円

事業内容
　保育所等の運営における業務負担の軽減を図り保育士等が働きやすい環境づくりを行うとともに、アフ
ターコロナに向けたデジタル社会への対応を図る。
　　補助率3/4（補助上限額 ： 認可施設75万円　認可外施設15万円）

実施状況 　1月14日現在申請状況　17件

申請期間

放課後児童
クラブ

9月～令和4
年2月1日

保育所等・
支援セン
ター等

8月24日～9
月7日

感染症のための物品等整備事
業

申請期間
9月～10月1

日
保育所等ＩＣＴ化推進事業

国
連
動

国
連
動

国
連
動

実施期間
7月～

感
染
抑
制
策

保育育成課
（内577

　・536）

保育育成課
（内536）

こども未来課
（内555）



変異株対応政策パッケージ関連事業実施状況（※新型コロナワクチン接種に関する事業等は除く）

区分 事　業　名 主体 時　期 担当課事 業 内 容 及 び 実 施 状 況 等

事業内容
　放課後児童クラブにおいて、児童の入退室管理システムや研修・会議等のオンライン化等のアフターコロ
ナに向けたデジタル社会への対応に係る費用を補助する。
　※1支援の単位あたり50万円限度

実施状況 　1月14日現在申請状況　81件、25,116,307円

事業内容
　新型コロナウイルス感染症拡大防止を図るため、放課後児童クラブの臨時休所等に伴い保育料を減額した
場合に、クラブに対して補助する。
　※1人1日当たり500円限度

実施状況
　1月14日現在
　 補助金交付済額 : 862,760円

事業内容
　全ての出動に対して感染症対応するために、救急隊員が装備する感染防止衣等の消耗品を追加補充する。
また、新型コロナ感染者（疑似者含む）の搬送（移送）時の感染症拡大防止のため、救急車内で隔離し搬送
する資器材等を整備する。

実施状況

　10月1日現在
【発注済】・飛沫感染防止資器材ポップアップアイソレーター×16台　・陰圧式隔離型搬送用資器材アイソ
レーター用フィルター×40個　・感染防止衣上衣×1,250着　・感染防止衣下衣×600着　・ディスポグロー
ブ×210箱（250枚入/箱）　・サージカルマスク×500箱（50枚入/箱）　Ｎ95マスク×700箱（10枚入/箱）
※今後も順次必要資器材を発注予定

事業内容

⑴開催内容
　日程：令和４年１月１４日（金）～１月１５日（土）※両日とも個人戦ナイター
　会場：アリオンテック蔵王シャンツｴ　　種目：ノーマルヒル
　その他：参加国・選手数（予定）１４ヵ国・６０名　　競技役員数（予定）　各日とも１８０人
⑵主な感染症対策 〈現時点で想定される主な感染対策〉
　・FIS役員・参加チーム等、検疫期間中の滞在・宿泊施設の確保
　・FIS役員・参加チームは公共交通を利用できないため、移動手段確保
　・関係者、選手、スタッフの他、大会会場等で業務を行う全関係者のPCR検査
　・大会専属の担当医・コーディネーターの配置
　・密を解消するための選手プレハブの増設
　・チーム毎の移動手段（バス）の確保　　等
※感染対策経費の1/2を助成（感染症対策については、国際スキー連盟（FIS）より提示されているガイドラインを基
に全日本スキー連盟（SAJ）が作成する

実施状況 大会開催中止（１２月１１日付）　１２月補正対応（増額）　　３月補正対応予定（減額）

放課後児童クラブＩＣＴ化推進事
業

国
連
動

申請期間
7月～12月1

日

放課後児童クラブ保育料支援補
助金

国
連
動

感
染
抑
制
策

女子スキージャンプワールドカッ
プ蔵王大会実行委員会負担金
（感染症対策追加経費）

救急救命課
（内341）救急高度化事業

市
単
独

9月から
順次

市
単
独

開催期間
令和4年1月
14日～15日

スポーツ
振興課

（内634）

申請期間
7月～

令和4年3月

保育育成課
（内577）

保育育成課
（内577）



変異株対応政策パッケージ関連事業実施状況（※新型コロナワクチン接種に関する事業等は除く）

区分 事　業　名 主体 時　期 担当課事 業 内 容 及 び 実 施 状 況 等

事業内容

　感染力の強い変異株の流行等による新型コロナウイルス感染症の感染再拡大や季節性インフルエンザとの
同時流行が懸念され、初期救急医療への需要が高まることが予想されることから、休日・夜間における初期
救急医療の体制維持を図るため、緊急的に「山形市休日夜間診療所人材確保補助金」を追加交付することに
より、山形市休日夜間診療所の医療体制を支援する。

実施状況
　令和３年12月　新型コロナ感染再拡大・インフルエンザ同時流行対策分について交付決定
　令和４年３月　減収額連動分について交付決定（予定）

事業内容
　新型コロナウイルス感染症の影響により受診者が大幅に減少していることから、休日における初期救急歯
科診療の体制維持を図るため、「山形市歯科医師会休日救急歯科診療所運営費補助金」を追加交付すること
により、山形市歯科医師会休日救急歯科診療所の医療体制を支援する。

実施状況 　令和４年３月　交付決定（予定）

事業内容

　各小中学校において、感染症対策の一層の徹底を図るため、各学校長の判断で迅速に対応できるよう、必
要な予算措置を行う。
・予算措置内容
　①学校における感染症対策等に必要な消耗品及び備品の購入経費
　②教職員の資質向上のための研修等に必要な消耗品及び備品の購入経費
　③子供たちの学習保障に必要な消耗品及び備品の購入経費
　※令和３年３月に実施した事業の追加分として予算措置を行う。
　　山形市における予算措置額
　　　小規模校：約10万円（3月：80万円）、中規模校：約15万円（3月：120万円）、
　　　大規模校：約20万円（3月：160万円）

実施状況
　各学校への予算措置：令和3年12月13日に各学校に予算配当
　令和4年1月17日現在　購入実績額2,935千円／予算措置額8,020千円

事業内容

　二十歳を迎える者に社会の形成者として自覚を呼びかけるとともに、大人としての節目にあたり激励と祝福を行う市が主催の
行事。
（１）式典等　令和４年 第７４回成人の祝賀式開催事業
　　　※令和４年４月１日の民法改正で成年年齢が１８歳に規定されるが、参加対象者は従前どおり
　　　　２０歳とするため名称等の変更を検討する。（現在、新名称検討中）
（２）開催日　令和４年４月３０日（土）
（３）会　場　山形ビッグウイング
（４）対象者　平成１３年４月２日～１４年４月１日に生まれ本市に住所を有する者（約2,500人：R3.12.1現在）
　　　　　　　※市外在住者の出席も可（参加者全員に事前登録を必要とします。）
（５）内　容　記念イベント、お祝いのメッセージ、アトラクション等
※会場：換気や会場内の消毒等の感染症対策を行う。
※式典：午前と午後の２回に分け密をさけた短時間での分割開催とする。
※その他：参加できない方や家族・地域・ほか広く市民が視聴できるライブ配信を行う。

実施状況 　令和4年1月21日各種委託契約締結

成人の祝賀式開催事業
（感染症対策追加経費）

市
単
独

令和4年4月
30日開催予

定

社会教育
青少年課
（内618）

山形市歯科医師会休日救急歯
科診療所運営費補助金

市
単
独

小中学校感染症対策事業
（保健衛生用品購入等）

国
連
動

整備時期
１２月～３

月

（教）管理課
（内605）

山形市休日夜間診療所人材確
保補助金

市
単
独

執行時期
令和４年３

月

保健総務課
（616-7260）

執行時期
令和３年12
月～令和４

年３月

保健総務課
（616-7260）

感
染
抑
制
策



変異株対応政策パッケージ関連事業実施状況（※新型コロナワクチン接種に関する事業等は除く）

区分 事　業　名 主体 時　期 担当課事 業 内 容 及 び 実 施 状 況 等

事業内容

１　目　　的
　感染予防を図りながら経済の活性化に向けて、国は「ワクチン・検査パッケージ」による行動制限の
　緩和を行うこととしている。この制度等を踏まえ、山形市民のうち感染の不安のある方が広くＰＣＲ
　検査を受検できるよう無償とする。
２　実施内容
　⑴対 象 者：感染の不安がある無症状の山形市民
　⑵対象検査：新型コロナＰＣＲ検査センター山形市霞城公園前店で実施するＰＣＲ検査
　　　　　　　(検査料＠1,900円)
　⑶期    間：令和4年1月7日から令和4年3月31日まで(休業日：月、木曜日)
　　　　　　　※令和４年４月以降は感染状況等を勘案し調整
　⑷委 託 先：㈱木下グループ（R3.7.9「PCR検査の普及及び実施に係る応援協定」締結済）

実施状況
1月補正対応（1/7～から1月補正予算可決までは予備費で対応）
1月7日～実績(速報値)：96件
※1月8日～1月31日：山形県の「感染不安を感じる無症状の山形県民」のPCR検査所として対応中

事業内容

１　ＰＣＲ検査センターの運営について
　　山形市と株式会社木下グループ（以下「木下グループ」と記載）との共同設置により、
　　「新型コロナＰＣＲ検査センター山形市霞城公園前店（以下「ＰＣＲ検査センター」と記載）」
　　を最上義光歴史館敷地内に開設・運営している。
　　ＰＣＲ検査センターが令和4年1月17日以降も開設延長することに伴い、これまで予備費で対応
　　していたＰＣＲ検査センターに係る所要の経費について予算措置を行う。

２　ＰＣＲ検査センターの移転について
　⑴移転先について：山形市十日町一丁目（三の丸土塁跡地）
　⑵移転の目的等：最上義光歴史館隣に設置している新型コロナＰＣＲ検査センター（山形市と株式会社
　　木下グループと　の共同設置）について、今後もＰＣＲ検査のニーズが継続すると見込まれること等を
　　踏まえ、今後の安定的な運営を行うため、十日町一丁目の三の丸土塁跡地内に移転する。
　⑶移転時期：令和４年３月中の移転を予定

実施状況 1月補正対応

事業実施に
係る調整等
防災対策課
（内379）

令和4年1月7
日～3月31日

令和4年3月
中の移転を

予定

感
染
抑
制
策

ＰＣＲ検査センターにおけるＰＣ
Ｒ検査無償化事業

ＰＣＲ検査センター運営事業

事業実施に
係る調整等
防災対策課
（内379）

市
単
独

市
単
独



変異株対応政策パッケージ関連事業実施状況（※新型コロナワクチン接種に関する事業等は除く）

区分 事　業　名 主体 時　期 担当課事 業 内 容 及 び 実 施 状 況 等

事業内容
　飲食店や飲食部門をもつ宿泊施設の新型コロナウイルスの感染対策の取組状況を直接確認し、認証基準を
満たした店舗に認証ステッカーを交付する。

実施状況

＜山形市の対応＞
　・コロナ対策宣言店等（約1,800施設）に対し、制度概要、申請書類等を送付し周知
　・飲食店・宿泊施設の現地確認への協力
　・山形市内の認定店を市ホームページに掲載
　・商店街等の関係団体を通じ認証申請に向けた働きかけの実施

事業内容

　 国の雇用調整助成金の特例措置期間が延期されたことにあわせ、現在のところ、市内の事業者が４月から
１２月末まで分の雇用調整助成金を申請する際に、社会保険労務士等に申請代行を依頼した場合に掛かる手
数料について補助する。
　・補助金額      ：社会保険労務士等への謝礼（一回の申請において、一事業者あたり国の
　　　　　　　　　　雇用調整助成金支給申請額の20％を上限とし、年間40万円を超えない
　　　　　　　　　　範囲で複数回の申請を可能とする）
　・対象者        ：山形市内に住所を有する事業所の事業主
　・補助対象期間  ：令和3年4月1日～12月31日（国の雇用調整助成金の期間）
　・受付期間      ：令和3年7月1日～令和4年2月28日

実施状況
　12月31日現在
　 申請受付件数 : 488件（事業者数 320社）
　 補助合計金額 : 50,475,739円

事業内容
　商店街等の組織における、感染症に強い環境づくりに向けた商店街活動を支援するとともに、地域経済活
性化の取組を実施する山形市商店街連合会及び加盟商店街等へ商店街活動を支援する事業

実施状況

【補助内訳】
　①山形市商店街連合会支援（補助金額：320千円）
　②加盟商店街等支援（補助金額：9,358千円）
　　　（1）商店街等への活動支援
　　　　　   商店街の経済活性化の取組及び組織維持に対する支援
　　　（2）山形県新型コロナ対策認証制度の広報や研修等の取組への支援
　　　　　   認証制度の広報や研修会等の費用への支援

経
済
再
生
策

山形ブランド
推進課

（内409）

雇用調整助成金申請支援補助
金

市
単
独

実施期間
7月～

雇用創出課
（内411）

商店街等活動支援補助金

開始時期
4月26日～

雇用創出課
（内416）山形新型コロナ対策認証事業 県

市
単
独

実施期間
7月～

飲食店 宿泊施設 合計 飲食店 宿泊施設 合計 飲食店 宿泊施設 合計 飲食店 宿泊施設 合計
県全体 3,196 450 3,646 3,143 445 3,588 2,705 364 3,069 86.1% 81.8% 85.5%
うち山形市 1,065 80 1,145 1,046 80 1,126 898 60 958 85.9% 75.0% 85.1%

令和4年1月14日現在

申請状況① 現地確認状況② 認証状況③ 認証率（③/②）



変異株対応政策パッケージ関連事業実施状況（※新型コロナワクチン接種に関する事業等は除く）

区分 事　業　名 主体 時　期 担当課事 業 内 容 及 び 実 施 状 況 等

事業内容

　社会福祉協議会が実施する総合支援資金の再貸付を終了し、一定の要件を満たす世帯を対象に、自立を支
援するため「新型コロナウィルス感染症生活困窮者自立支援金」を支給する。（国庫負担10／10）
　支給額（月額）：単身世帯6万円、2人世帯8万円、3人以上世帯10万円
　支給期間：最大３か月

実施状況
　12月末現在
　　申請件数 : 66件（単身世帯31件、2人世帯18件、3人以上世帯17件）
　　支給額　 : 11,400千円

事業内容

　生活困窮者自立支援法に基づき、離職や自営業の廃止、または個人の都合によらない理由により就業機会
が減少したことにより経済的に困窮し、住宅を失ったまたは失うおそれのある者に対し、家賃相当額分を支
給し、住居及び就労機会の確保に向けた支援を行っていたが、新型コロナウイルス感染症に伴う経済情勢の
変化に鑑み、離職・廃業後２年以内の者に加え、収入を得る機会が自己都合によらず減少した者も追加され
た。また、期間についても延長なった。（国庫負担3/4）

実施状況
　12月28日現在
　　申請件数 : 55件      支給延件数:380件
　　支給額　 : 13,752,900円

事業内容

　山形県が実施する「令和３年度山形県低所得世帯の冬の生活応援事業」に連動し､近年続いている灯油価格
の高止まりが今年度も見込まれることから、低所得世帯の経済的負担の軽減を図るため、合わせて、今般の
新型コロナウイルス感染症の影響により、さらに生活環境が厳しさを増している低所得世帯への経済的支援
を行うため、１世帯につき5,000円灯油購入費等を給付する。（県補助1/2）

実施状況

　1月12日現在
　　申請書発送件数 ：13,808件
　　申請書受付件数 ：12,674件
　　支給済額 ： 63,130,000円

事業内容

　新型コロナウイルス感染症の影響を受け売上が減少した事業者に対し、今後も事業を継続できるよう支援
を行う。
‣給付対象：令和３年８月又は令和３年９月の売上が前年又は前々年同月と比べ30％以上減少した市内に住所
を有する個人事業主及び市内に本店を置く中小企業者
‣給付額：１事業者あたり　１０万円

実施状況
  申請受付件数 : 3,031件
　給付額 : 303,100千円

経
済
再
生
策

生活福祉課
（内671）

国
連
動

申請期間
7月～8月ま

で
↓

11月まで延
長
↓

R4.3月まで
延長

生活福祉課
（内654）

生活困窮者自立支援金支給事
業

住居確保給付金
国
連
動

通年で
実施中

福祉灯油購入費等給付事業

市
単
独
・
県

実施期間
11月～2月ま

で

生活福祉課
（内654）

事業継続支援給付事業
市
単
独

申請期間
10月4日～
11月30日

山形ブランド
推進課

（内409）



変異株対応政策パッケージ関連事業実施状況（※新型コロナワクチン接種に関する事業等は除く）

区分 事　業　名 主体 時　期 担当課事 業 内 容 及 び 実 施 状 況 等

事業内容

　０歳から18歳までの児童を養育する子育て世帯に対し、臨時特別の給付金を支給する。
▸支給対象者：①令和3年9月分の児童手当受給者
　　　　　　②平成15年4月2日から平成18年4月1日までに生まれた児童（高校生等）を養育しており、
            かつ、児童手当給付の所得判定基準に該当する方
　　　　　　③ 令和3年9月1日から令和4年3月31日までに生まれた新生児の児童手当の受給者
▸支 給 額：対象児童一人あたり100,000円　(12月支給の方は5万円ずつ2回に分けて支給)
▸想定児童：約34,800人
▸支給開始：令和3年12月15日より（　申請不要　①のうち公務員以外の方）
　　　　　 令和4年1月7日より　（　申請必要　①のうち公務員、②、③の方）
           以後、月３回支給

実施状況
▸支給件数：16,383件  児童28,032人　内訳（令和3年12月　25,925人）
　　　　　　　　                       （令和4年1月　 2,107人）
                                      ※令和4年1月27日支給予定者を含む

事業内容

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、様々な困難に直面した方々が、速やかに生活・暮らし
の支援を受けられるよう、住民税世帯等に対して、１世帯あたり10万円の給付金を支給する。(国補助10/10)
・支給対象要件
　　①住民税非課税世帯…世帯全員の令和３年度の住民税均等割が非課税である世帯
　　※うち「住民税が課税されている者の扶養親族等のみからなる世帯」については、国事業対象外
　　②家計急変世帯…新型コロナウイルス感染症の影響により家計が急変し、①と同水準になった世帯
・支給世帯数（推定）
　　①約21,500世帯
　　②約1,600世帯

実施状況 １月補正対応

事業内容

　国の住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業において支給対象外とされる「住民税が課税されている
者の扶養親族等のみからなる世帯」に対して、１世帯あたり10万円の給付金を市独自事業として支給する。
・支給要件
　世帯全員が令和３年度の住民税均等割が非課税である世帯のうち、住民税が課税されている者の扶養親族
等
のみからなる世帯
・支給世帯数（推定）
　約1,300世帯

実施状況 １月補正対応

支給開始
12月15日～

家庭支援課
（内575）

住民税非課税世帯等臨時特別
給付金給付事業（市単独分）

市
単
独

開始時期
２月中旬

生活福祉課
（内671）

住民税非課税世帯等臨時特別
給付金給付事業

国 開始時期
２月中旬

生活福祉課
（内671）

子育て世帯臨時特別給付金給
付事業

国
連
動

経
済
再
生
策



変異株対応政策パッケージ関連事業実施状況（※新型コロナワクチン接種に関する事業等は除く）

区分 事　業　名 主体 時　期 担当課事 業 内 容 及 び 実 施 状 況 等

事業内容

　不特定多数の顧客と接し新型コロナウイルス感染症の影響が特に大きい業種を対象としたプレミアム付電
子商品券を、スマートフォン等のアプリを活用し発行することで、消費喚起を促すとともにキャッシュレス
化も推進する。
　　販売価格　　　 　１口１０，０００円（税込）
　　額面額　　  　   １口１５，０００円　　　　※プレミアム率５０％
　　販売方法　　　　 申込期間を定めスマートフォン等のアプリでの購入申込み
　　　　　　　　　　　※申込み多数の場合は抽選
　　販売総額　　　　 最大４億５千万円
　　　　　　　　　　（販売可能数　４５，０００口　１人あたり最大２口まで購入可能）
　　使用総額　　　　 最大６億７千５百万円　　　※プレミアム分２億２千５百万円

実施状況 １月補正対応

事業内容

　スマートフォン等に不慣れな方に配慮し、山形市内の飲食店で使用可能な紙ベースの商品券の発行を行
い、店舗使用を促すことで、飲食店を支援する。
　　販売価格　　　 　１枚２，０００円（税込）
　　額面額　　  　   １枚３，０００円　　　　※プレミアム率５０％
　　販売方法　　　　 各取扱店舗での販売　※１人あたり１店舗につき５枚まで
　　販売総額　　　　 最大３億円（販売可能数　１店舗最大２００枚、最大１５万枚）
　　使用総額　　　　 最大４億５千万円　　　※プレミアム分１億５千万円

実施状況 １月補正対応

事業内容

  令和３年産米の米価が下落していることに伴い、その影響を受け稲作農家の収支が悪化しており、加え
て、令和４年産に向けて肥料が高騰している。稲作農家の経営の安定を図るため、山形市農業振興協議会か
ら配分された生産の目安を守って主食用米を生産した農家に対して、肥料購入費の一部を支援する。
  交付申請受付期間：令和4年2月中旬～3月中旬
  交付予定時期：令和4年2月下旬～3月下旬（申請のあったものから順次交付）

実施状況 １月補正対応

地域活性化プレミアム付電子
商品券事業

市
単
独

事業期間
3月中旬～

7月末
※感染状況
により変更

あり

山形ブランド
推進課

（内409）

飲食店応援プレミアム付商品
券事業

市
単
独

事業期間
3月中旬～

7月末
※感染状況
により変更

あり

山形ブランド
推進課

（内409）

稲作経営継続支援交付金
市
単
独

申請期間
2月中旬～
3月中旬

経
済
再
生
策

農政課
（内433）



変異株対応政策パッケージ関連事業実施状況（※新型コロナワクチン接種に関する事業等は除く）

区分 事　業　名 主体 時　期 担当課事 業 内 容 及 び 実 施 状 況 等

事業内容

  施設園芸において、原油価格等の高騰により、ハウス内加温用暖房機の燃料価格や肥料等生産資材が高騰
しており、加温ハウス園芸農家の経営が非常に厳しい状況となっていることから、肥料購入費の一部を支援
する。
  交付申請受付期間：令和4年2月中旬～3月中旬
  交付予定時期：令和4年2月下旬～3月下旬（申請のあったものから順次交付）

実施状況 １月補正対応

事業内容

  畜産農家において、原油価格等の高騰により、燃料価格や飼料等の生産資材が高騰しており、経営が非常
に厳しい状況となっていることから、飼料購入費の一部を支援する。
  交付申請受付期間：令和4年2月中旬～3月中旬
  交付予定時期：令和4年2月下旬～3月下旬（申請のあったものから順次交付）

実施状況 １月補正対応

事業内容
  国のマイナポイント事業第２弾に合わせ広報周知を行うとともに、マイナンバーカードの普及促進と、当
事業の周知や手続きの円滑化を図るため、コールセンター及び申請窓口を設置する.

実施状況 １月補正対応

事業内容

　新型コロナウイルス感染症の影響による発注の減少等に伴い生産活動が停滞している障がい者就労継続支
援事業所に対し、新たな生産活動への転換や、販路開拓、生産活動に係る感染防止対策の強化等を通じて事
業所の生産活動が拡大するよう支援を行い、そこで働く障がい者の賃金・工賃の確保を図る。
（対象費用）
　生産活動を拡大するため必要な以下に掲げる費用
　・新たな生産活動への転換等に要する費用
　・通信販売、宅配、ホームページ制作等新たな販路拡大等に要する費用
　・経営コンサルタント派遣等経営改善に要する費用
　・生産活動を行うために必要な感染防止対策に要する費用

実施状況 １月補正対応

就労継続支援事業所生産活動
拡大支援事業費補助金

国
連
動

2月
指導監査課
（内864）

企画調整課
（内220）

園芸作物生産資材等価格高騰
対策支援交付金

市
単
独

申請期間
2月中旬～
3月中旬

畜産生産資材等価格高騰対策
支援交付金

市
単
独

申請期間
2月中旬～
3月中旬

マイナポイント予約・申込手
続支援事業

国 実施期間
2月～

経
済
再
生
策

農政課
（内432）

農政課
（内432）



変異株対応政策パッケージ関連事業実施状況（※新型コロナワクチン接種に関する事業等は除く）

区分 事　業　名 主体 時　期 担当課事 業 内 容 及 び 実 施 状 況 等

事業内容

　国の「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」に対応し、新型コロナウイルス感染症と少子高齢化へ
の対応が重なる最前線で働く保育士等の収入を３％程度引き上げる措置を実施するため、賃金改善に取り組
む市内の対象施設へ補助金を交付する。
対象施設：民間立認可保育所、認定こども園、小規模保育事業所、家庭的保育事業所、新制度幼稚園
計８７施設

実施状況 １月補正対応

事業内容

　国の「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」に対応し、新型コロナウイルス感染症と少子高齢化へ
の対応が重なる最前線で働く放課後児童支援員等の収入を３％程度引き上げる措置を実施するため、賃金改
善に取り組む市内の放課後児童クラブへ補助金を交付する。
対象施設：計７８クラブ（９２支援の単位）

実施状況 １月補正対応

事業内容
　国の「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」に対応し、新型コロナウイルス感染症と少子高齢化へ
の対応が重なる最前線で働く社会的養護従事者の収入を引き上げる措置を実施するため、処遇改善に取り組
む市内の対象施設へ補助金を交付する。対象施設：母子生活支援施設むつみハイム

実施状況 １月補正対応

経
済
再
生
策

社会的養護従事者処遇改善事
業

国 令和4年2月-
3月

家庭支援課
（内574）

保育士等処遇改善臨時特例事
業

国 令和4年2月･
3月

保育育成課
（内572）

放課後児童支援員等処遇改善
臨時特例事業

国 令和4年2月･
3月

保育育成課
（内577）


